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1.  平成21年6月期第1四半期の連結業績（平成20年7月1日～平成20年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年6月期第1四半期 21,413 ― △2,011 ― △2,209 ― △2,547 ―

20年6月期第1四半期 16,623 12.9 △1,118 ― △1,371 ― △867 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益

円 銭 円 銭

21年6月期第1四半期 △195.60 ―

20年6月期第1四半期 △101.17 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

21年6月期第1四半期 59,761 2,814 4.7 216.12
20年6月期 73,227 5,561 7.6 427.08

（参考） 自己資本   21年6月期第1四半期  2,814百万円 20年6月期  5,561百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年6月期 ― 0.00 ― 15.00 15.00
21年6月期 ― ――― ――― ――― ―――

21年6月期（予想） ――― 0.00 ― 10.00 10.00

3.  平成21年6月期の連結業績予想（平成20年7月1日～平成21年6月30日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  有  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期連結累計期間 52,360 18.3 △1,520 ― △1,870 ― △2,430 ― △186.60

通期 92,570 △5.7 1,230 △15.8 770 71.8 △1,010 ― △77.56

4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

（注）詳細は、3ページ「定性的情報・財務諸表等 4.その他」をご覧ください。  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、3ページ「定性的情報・財務諸表等 4.その他」をご覧ください。  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績
等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
２．当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第１２号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第
１４号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。  

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年6月期第1四半期  13,027,000株 20年6月期  13,027,000株

② 期末自己株式数 21年6月期第1四半期  4,380株 20年6月期  4,380株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年6月期第1四半期  13,022,620株 20年6月期第1四半期  13,022,620株
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定性的情報・財務諸表等

１．連結経営成績に関する定性的情報

　当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、米国サブプライムローンに端を発した金融市場の混乱や原油

価格高騰による原材料価格の上昇などの影響を受け、企業収益の悪化や個人消費の停滞等、景気の減速傾向が明ら

かになってきました。

　　住宅業界におきましても、不動産市況の悪化が顕著になり、引続き厳しい状況で推移いたしました。

このような市場環境の中で、当社グループは、販売体制を強化し、中部圏を中心に積極的に販売活動を実施して

まいりました。

しかしながら、分譲住宅販売事業において、長期在庫の販売を中心に行ってきたこと、不動産市況の悪化の影響

により、販売価格を維持することが出来なかったこと等により、販売件数は増加し売上高は増加いたしましたが、

売上総利益は減少いたしました。

また、当第１四半期連結会計期間より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年

７月５日）が適用されたことに伴い、棚卸資産の評価基準及び評価方法を変更しており、売上原価で２億46百万円、

特別損失で19億88百万円を計上いたしました。

以上の結果、当第１四半期連結会計期間における当社グループの売上高は214億13百万円、営業損失は20億11百万

円、経常損失は22億９百万円、四半期純損失は25億47百万円となりました。

　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

①　住宅建築請負事業

　賃貸住宅「ザ・借家」につきましては、地域密着営業の推進により「ザ・借家」の理念の浸透を図り、販売活

動を実施してまいりました。

　注文住宅につきましては、総タイル貼り企画型注文住宅「タイルダグラス」を中心に販売活動を実施してまい

りました。

　以上の結果、住宅建築請負事業の売上高は16億92百万円、営業損失は５億94百万円となりました。

②　分譲不動産販売事業

　分譲戸建、分譲マンションにつきましては、棚卸資産の適正化のため、長期在庫の販売を中心に実施してまい

りました。その為、販売件数は増加いたしましたが、不動産市況の悪化の影響もあり、販売価格を維持すること

ができませんでした。

　以上の結果、分譲不動産販売事業の売上は、174億95百万円、営業損失は８億50百万円となりました。

③　兼業事業

兼業事業につきましては、自社所有賃貸住宅の入居が堅調に推移いたしました。

　以上の結果、兼業事業の売上は、22億26百万円、営業利益は１億円となりました。

２．連結財政状態に関する定性的情報

①　資産、負債及び純資産の状況

当第１四半期連結会計期間における総資産は、前連結会計年度末に比べ、134億65百万円減少し、597億61百万円

となりました。また、負債につきましては、前連結会計年度末比107億17百万円減少し569億47百万円、純資産につ

きましては、前連結会計年度末比27億47百万円減少し28億14百万円となりました。なお、自己資本比率につきまし

ては、前連結会計年度末より2.9ポイント減少し4.7％となりました。主な内容は以下のとおりであります。

（資産）

資産の減少の主な要因は、流動資産では現金預金が90億30百万円減少したこと、また、長期在庫の積極的な販売

により、販売用不動産が、55億68百万円減少したことによるものであります。

（負債）

負債の減少の主な要因は、短期借入金が88億74百万円、支払手形・工事未払金等が39億28百万円減少したことに

よりものであります。

（純資産）

純資産につきましては、四半期純損失であったことなどによるものであります。
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②　キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物は（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ90億20百万円減少し、24億円となりました。

　当第１四半期連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、得られた資金は８億39百万円となりました。主な要因は、税金等調整前四半期純損失でありま

したが、分譲用地の在庫水準の適正化のため、棚卸資産が減少したことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、使用した資金は13百万円であります。主な要因は、固定資産の取得による支出はありまたが、

有価証券の売却による収入があったためであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、使用した資金は98億43百万円であります。主な要因は借入金の返済によるものであります。

３．連結業績予想に関する定性的情報

　平成21年６月期の業績予想につきまして、第１四半期の業績の状況、今後の市場環境等を考慮して、平成20年８月

11日付当社「平成20年６月期　決算短信」で発表いたしました数値を変更しております。詳細は、本日発表の「平成

21年６月期第２四半期累計期間（連結・個別）及び通期（連結・個別）業績予想の修正に関するお知らせ」をご参照

ください。

４．その他

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

　該当事項はありません。

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

①　一般債権の貸倒見積高の算定方法  

　　当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認め

られるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

②　棚卸資産の評価方法 

　　当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸

高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。

　　また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積

り、簿価切下げを行う方法によっております。

③　固定資産の減価償却費の算定方法

　　定率法を採用している固定資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方

法によっております。

④　法人税等の算定方法

　　法人税等の納付額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法によっ

ております。

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更

①「四半期財務諸表に関する会計基準」等の適用

　当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表

規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。

②　重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

　棚卸資産

　通常の販売目的で保有する棚卸資産については、従来、主として個別法による原価法によっておりましたが、

当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）

が適用されたことに伴い、主として個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法）により算定しております。

　これにより、営業損失、経常損失は38百万円減少し、税金等調整前四半期純損失は1,950百万円増加しておりま

す。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。
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③「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用

　当第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」

（実務対応報告第18号　平成18年５月17日）を適用しております。

　なお、これによる損益への影響はありません。

④　リース取引に関する会計基準の適用

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第

一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））が平成20年４

月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用することができることになったことに伴い、

当第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっております。

また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期間を耐

用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　なお、リース開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理を引続き採用しております。

　これによる損益への影響はありません。
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５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 2,433 11,463

受取手形・完成工事未収入金等 646 1,078

販売用不動産 13,615 19,183

未成工事支出金 827 429

仕掛販売用不動産 25,957 26,335

材料貯蔵品 566 488

その他 3,430 2,898

貸倒引当金 △25 △23

流動資産合計 47,452 61,854

固定資産   

有形固定資産 8,915 8,964

無形固定資産 340 343

投資その他の資産   

その他 3,094 2,106

貸倒引当金 △41 △41

投資その他の資産計 3,052 2,065

固定資産合計 12,308 11,372

資産合計 59,761 73,227

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 10,960 14,889

短期借入金 30,239 39,114

完成工事補償引当金 357 375

賞与引当金 280 181

その他 9,657 6,885

流動負債合計 51,495 61,446

固定負債   

社債 960 1,060

長期借入金 2,065 2,738

退職給付引当金 453 443

役員退職慰労引当金 393 421

その他 1,579 1,555

固定負債合計 5,451 6,218

負債合計 56,947 67,665
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年６月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 637 637

資本剰余金 43 43

利益剰余金 2,096 4,839

自己株式 △2 △2

株主資本合計 2,775 5,517

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 4 4

為替換算調整勘定 34 39

評価・換算差額等合計 39 44

純資産合計 2,814 5,561

負債純資産合計 59,761 73,227
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（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成20年９月30日) 

売上高 21,413

売上原価 20,100

売上総利益 1,313

販売費及び一般管理費 3,325

営業損失（△） △2,011

営業外収益  

受取利息 4

受取配当金 4

受取手数料 53

その他 32

営業外収益合計 94

営業外費用  

支払利息 270

その他 21

営業外費用合計 291

経常損失（△） △2,209

特別利益 0

特別損失  

たな卸資産評価損 1,988

その他 36

特別損失合計 2,025

税金等調整前四半期純損失（△） △4,234

法人税、住民税及び事業税 38

法人税等調整額 △1,726

四半期純損失（△） △2,547
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成20年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純損失（△） △4,234

減価償却費 132

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2

受取利息及び受取配当金 △9

支払利息 270

たな卸資産評価損 2,235

売上債権の増減額（△は増加） 431

たな卸資産の増減額（△は増加） 3,235

仕入債務の増減額（△は減少） △3,928

販売用不動産前受金の増減額（△は減少） 2,909

その他 240

小計 1,284

利息及び配当金の受取額 8

利息の支払額 △248

法人税等の支払額 △204

営業活動によるキャッシュ・フロー 839

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △124

投資有価証券の売却による収入 118

貸付けによる支出 △40

貸付金の回収による収入 12

その他 20

投資活動によるキャッシュ・フロー △13

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） △6,989

長期借入れによる収入 282

長期借入金の返済による支出 △2,839

社債の償還による支出 △100

配当金の支払額 △195

財務活動によるキャッシュ・フロー △9,843

現金及び現金同等物に係る換算差額 △3

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △9,020

現金及び現金同等物の期首残高 11,420

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,400
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　当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に

従い四半期連結財務諸表を作成しております。

（４）継続企業の前提に関する注記

　該当事項はありません。

（５）セグメント情報

ａ．事業の種類別セグメント情報

 

当第１四半期連結累計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）

項目
住宅建築請
負事業
（百万円）

分譲不動産
販売事業
（百万円）

兼業事業
（百万円）

計
（百万円）

　

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高

(1）外部顧客に対する売上高 1,692 17,495 2,226 21,413 － 21,413

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － 37 37 △37 －

計 1,692 17,495 2,264 21,451 △37 21,413

営業利益（△は損失） △594 △850 100 △1,344 △666 △2,011

 

　（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２．各事業の主な商品等

(1）住宅建築請負事業………賃貸住宅・注文住宅の設計、施工および請負

(2）分譲不動産販売事業……分譲戸建、分譲マンション、定期借地権付住宅の販売

(3）兼業事業…………………不動産の賃貸管理および売買仲介、一括借上システムによる賃貸事業、インテリ

ア商品の販売、賃貸物件の入居情報の提供、有料老人ホームの運営等

３．会計処理の方法の変更

　（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　「四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更」②に記載のとおり、当第１四

半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を適

用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、分譲不動産販売事業で営業損失が38百

万円減少しております。

ｂ．所在地別セグメント情報

当第１四半期連結累計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）

本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。　

ｃ．海外売上高

当第１四半期連結累計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）

　海外売上高がないため該当事項はありません。

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

　当第１四半期連結会計期間において、経常損失であったこと、「棚卸資産の評価に関する会計基準」が適用さ

れたことに伴い19億88百万円の特別損失を計上したこと等により、25億47百万円の四半期純損失となりました。

また、1億95百万円の株主配当金の支払いをいたしました。これにより、利益剰余金が27億42百万円減少し、株主

資本は27億75百万円となっております。
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「参考資料」

前四半期に係る財務諸表等

（１）（要約）四半期連結損益計算書

科目

前年同四半期
（平成20年６月期
第１四半期）

金額（百万円）

Ⅰ　売上高 16,623

Ⅱ　売上原価 14,607

売上総利益 2,016

Ⅲ　販売費及び一般管理費 3,134

営業利益 △1,118

Ⅳ　営業外収益 92

Ⅴ　営業外費用 345

経常利益 △1,371

Ⅵ　特別利益 1

Ⅶ　特別損失 32

税金等調整前四半期純利益 △1,403

税金費用 △535

四半期純利益 △867
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